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建設工事の受注実績を有する企業等への再就職に係る措置要領 

 

１ 用語の定義 

  この通達において用いる用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

(1)   幹部職員 

１佐（二）及び行政職（一）８級以上の配置にある隊員をいう。 

(2)   建設工事 

 防衛省が発注する建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第１項に定め

る建設工事であって、当該工事の工事費が１件２５０万円以上である工事をいう。 

(3)  受注実績企業 

 防衛省の発注する建設工事の受注実績を有する企業（当該年度を含む過去５ 

か年度以内に建設工事を受注した実績を有する建設業を営む営利企業及び同営 

利企業の会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号に規定する子会社で 

ある営利企業を指し、合併や分社等により当該企業の後継となった企業を含む。） 

をいう。 

(4)  管理職隊員 

１佐（三）及び行政職（一）７級以上の配置にある隊員をいう。ただし、１ 

佐（三）及び行政職（一）７級の配置は、俸給の特別調整額が２種以上に限る。 

(5)  事案関連企業 

平成１８年に発生した防衛施設庁入札談合事案に関与した企業（同営利企業

の 

子会社及び合併や分社等より当該企業の後継となった企業を含む。）をいう。 

 

２ 受注実績企業との接触についての報告等 

(1)   建設工事の発注業務に関与している幹部職員は、受注実績企業の関係者（役

員、従業員、代理人、受注等に関し接触を求めてくる者又は必要な資料を入手

するために接触する必要がある者をいい、隊員であった者を含む。）と接触し

た場合には、接触を受けてから 1週間以内に、関連文書３の内部部局整備計画

局長（以下「整計局長」という。）が定める様式による報告書及び要領によ

り、海上幕僚監部防衛部施設課長（以下「海幕施設課長」という。）に提出す

るものとする。この場合において、海幕施設課長は、当該報告書の写しを内部

部局人事教育局長（以下「人教局長」という。）及び整計局長に通知（人事教

育局人事計画補任課長及び整備計画局建設制度官気付）に通知する。 



３」 

 

この号における幹部職員は、建設工事に係る予定価格の作成、契約相手方等 

の選定及び締結に関与する職員であり、海上自衛隊においては各総監部経理部

長が該当する。 

(2)  海幕人教部長は、幹部職員が離職する際に、当該幹部職員に対し、離職後２ 

年以内に受注実績企業に再就職し、かつ、離職前５年間に所属していた機関に 

属する職員及び離職した日の５年前の日より前に幹部職員に就いていたときに 

所属していた機関に属する職員に対して接触を行った場合には、関連文書３の 

整計局長が定める様式による報告書及び要領により、退職後２年が経過するま 

での間、海幕施設課長に提出することを要請するものとする。 

海幕施設課長は、提出された当該報告書の写しを人教局長及び整計局長に通 

知（人事教育局人事計画補任課長及び整備計画局建設制度官気付）する。 

 

３ 誓約書の提出の要請 

海幕人教部長は、幹部職員が離職する際に、当該幹部職員に対し、離職後２年 

以内に事案関連企業に再就職しようとする場合には、関連文書２の人教局長が定 

める様式による誓約書を提出することを要請するものとする。 

 

４ 受注実績企業等に再就職する場合のコンプライアンスの確認等 

 (1)  海幕人教部長は、管理職隊員が離職する際に、当該管理職隊員に対し、受注実

績企業に再就職をする場合には、関連文書３の整計局長が定める要領により、受

注実績企業におけるコンプライアンス（法令遵守体制をいう。以下同じ。）に問

題がないことを確認することを要請するものとする。 

(2)  海幕人教部長は、管理職隊員が離職する際に、当該管理職隊員に対し、事案関

連企業に再就職しようとする場合には、関連文書３の整計局長が定める要領に

より、当該事案関連企業におけるコンプライアンスが確立され、談合等に関与す

るおそれがないことを確認することを要請するものとする。 

 

５ この通達の実施に関する細部事項は、必要に応じ海幕人教部長及び防衛部長が 

別に定める。 

 

 

 


